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燃料利用を視野に入れたナタネ生産振興と

有機農業運動の連携の可能性

野　中　章　久＊１）

抄　録：バイオ燃料への社会的関心の高まりを背景として搾油からバイオディーゼル転換まで行うナタ

ネ産地が増えている。しかしナタネの作付定着にあたっては生産コストの高さがボトルネックとなる。

そこで油かすを有利販売できれば生産コストを圧縮することが可能となる。油かすは有機質肥料であり、

国産ナタネは無農薬栽培であるなど、有機農業と共通する要素が多い。これは国産ナタネ振興と有機農

業運動の連携の可能性を示唆するものである。そこで本稿はナタネ油かすの購買者として有機農業者を

位置づけることが可能か、有機農業者はバイオ燃料生産の推進者に位置づけることが可能かを明らかに

することを課題とする。有機農業者を対象としたアンケート調査結果の分析から、有機農業者は国産ナ

タネ油かすに強い興味を持っていることが明らかとなった。その興味は、国産であること、無農薬栽培

であること、非ＧＭであることなど、有機農業運動の主旨に沿った性格に依拠するものであり、国産ナ

タネの取り組みと有機農業運動の親和性を示すものであった。また、彼らはバイオ燃料にも強い興味を

持っており、農業分野におけるバイオ燃料利用を進める主体としても期待できる。
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The possibility of cooperation between organic farming and the extension of rapeseed including

biodiesel use in Japan : Akihisa NONAKA＊１）

Abstract : Rapeseed is attracting attention because of the nationwide interest in biodiesel, and the

number of farmers and related groups who grow rapeseed and own extraction machines and small

biodiesel plants is increasing. The production cost of rapeseed in Japan is high, but if farmers and

related groups were able to merchandise the rapeseed oil cake, they would recover a large fraction

of the production cost.  The rapeseed in Japan is non-GM and pesticide-free, and the rapeseed oil

cake is an organic fertilizer; therefore, its characteristics suggest the possibility of cooperation

between rapeseed growers and the organic farming movement.  This article examines whether

organic farmers would be users of the domestic rapeseed oil cake, and if they would be promoters of

biofuel.  The results of our questionnaire research with organic farmers shows that they are keenly

interested in the domestic rapeseed oil cake.  They are interested in the similarities between the

characteristics of the rapeseed oil cake, such as its non-GM, pesticide-free status, and the values of

organic farming; there is, therefore, an affinity between the increase of rapeseed production aiming

at biodiesel extension and the organic farming movement.  Organic farmers are also keenly interest-

ed in befouls, and they are likely to be promoters of biofuel.

Key Words : Reduction of CO2, rapeseed, oil milling, fuel use, rapeseed oil cake, biodiesel, organic

farmers
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Ⅰ は じ め に

地球温暖化対策への関心が高まる中、バイオ燃料

に対する関心も高まっている。内燃機関の燃料とす

るバイオ燃料にはバイオエタノールとバイオディー

ゼル＊１がある。バイオエタノールは原料を発酵、蒸

留する必要があるため、プラントは複数の行程に分

かれ、ある程度の規模を必要とする。このため、市

町村や農家、営農集団が取得・運営することは容易

ではない。一方、バイオディーゼルは小さなプラン

トでも生産可能で、農家が片手間で生産することも

できる。また廃食油も原料として利用できることか

ら、地域経済活性化の施策としての関心が高まって

いる。Pahl５）、Carriquiry１）のように、バイオディ

ーゼルに関し転作地の活用や地域経済の活性化効果

が活発に議論され、政策の国際比較が盛んであるが、

背景にはバイオディーゼルは生産が容易であり、分

散的な生産に適していることがあるといえる。ただ

し、その議論はバイオディーゼル転換プラントを中

心としたもので、油糧作物の生産振興そのものにつ

いてはあまり議論されていない。これは、北米およ

びヨーロッパでは油糧作物が既に大量に生産されて

おり＊２、バイオディーゼルの普及・振興に関する議

論として油糧作物振興の方策に関する議論が先行す

る必要はないためである。これに対し日本では、地

域振興の視点からバイオディーゼルの普及・振興を

議論する場合、油糧作物の生産振興の議論から始め

なければならないという特有の問題がある。ナタネ

は日本の油糧作物の代表であったが、作付面積は

324ha（2007年度）まで減少した＊３。しかし現時点

での作付け面積が小さいとしても、二酸化炭素排出

削減の視点から農業における燃料生産を展望する必

要があること、水田利用面で水稲からの転作が大き

な課題となっていること、耕作放棄地が拡大してい

ることから、バイオ燃料利用を射程に入れた油糧作

物の生産振興方策の解明は社会的に重要な課題であ

るといえる。

一方、野中８）は、油かすの有利販売が実現できる

ならば、ナタネの物財費のかなりの部分を回収でき、

搾油したナタネ油を直接バイオディーゼルに転換す

る合理性も見えてくることを示した＊４。ナタネ油か

すは搾油の過程で生じるため、乾燥したナタネを販

売していた従来のナタネ経営では意識されなかった

副産物である。しかし、最近ナタネ栽培を始めた産

地では搾油機を導入するケースも見られるようにな

ってきている。このため、ナタネ生産地が油かすを

販売することが課題となりつつある。先述の野中８）

では、ナタネ油かすの販売先は考察されていなかっ

たが、搾油会社からの聞き取りでは近隣の有機農業

者が高価で購入していたことが確認された。ナタネ

油かすの性質からしても有機農業者が購買者として

有力な候補と考えられる。

環境に配慮した農業としては有機農業＊５が代表的

であるが、Dalgaarら２）、Jorgensenら３）、Sartoriら６）

が示すように、有機農業における生産物当たりの化

石資源使用量は慣行農法よりも低く、二酸化炭素排

出削減の視点からも評価されるべきものといえる。

この有機農業の化石資源使用量の低さは主に化学肥

料および化学薬品を使わないことに由来するが、収

量が慣行栽培よりも低くなる傾向があることから、

機械作業に限って見れば収穫物当たりの燃料使用量

は高くなる傾向にある（Sartoriら６）Fig.1）。したが

って有機農業を二酸化炭素排出削減の方策に位置づ

ける場合、トータルの排出量の低さを評価すると同

時に、今後さらに削減するためにバイオ燃料の使用

が検討されると考えられる。またこの有機農業運動

と二酸化炭素排出削減を結びつける視点は、国内

で生産された有機農産物と輸入有機農産物の競合
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＊１ 「ＢＤＦ」の呼称が一般化しているが、これは（有）染谷商店の登録商標である。化石燃料の代替として植物油か
ら生成される脂肪酸メチルエステルが普及している国では、Biodieselが一般的な呼称であり、文献でもこの呼称が使
われる（Pahl５）、Kemp４））。よって本稿ではバイオディーゼルと呼ぶ。なおdieselはエンジンの形式を示すと同時に
ディーゼルエンジン用の燃料を指す（Oxford English Dictionary, ninth edition）。

＊２ ヨーロッパにおける燃料用ナタネは政策的に普及が図られてきたため、アメリカにおける大豆とは位置づけが異な
る。しかし、議論の前提としては両地域とも既に油糧作物が広範に生産されており、日本との差は著しい。

＊３ 高品質なたね産地確立対策事業の対象面積。なお、本稿が事例とした山形県金山町のように、近年新たに作付けが
開始されたナタネはこれに含まれていない。

＊４ 自家労賃評価をゼロとする仮定に基づく試算であるため、まだ運動的・試験的取り組みとしての位置づけである。
ただし、企業経営においてもその後の生産効率の向上や価格上昇を見込んで採算がとれない新製品を製造するケース
はあるため、これに類するものとしての位置づけは可能である。

＊５ 有機農業については認証制度や各種の視点から厳密な概念規定があるが、本稿では環境に配慮して化学合成された
薬品や肥料を排除するよう努力する農業を有機農業、そのような農業を推進しようとする運動を有機農業運動と呼ぶ。
有機農産物も同様に、本稿の言う有機農業により生産された農産物およびOrganicとして現実に流通しているものを
言う。
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といった、今後生じうる問題に対処する論理を構築

する基礎ともなりうる。その意味では有機農業の振

興上重要な視点となると考えられる。このことから、

バイオ燃料生産振興において有機農業をどのように

位置づけるかが重要な論点の一つとなるといえる。

以上のようにナタネ油かすは有機質肥料・飼料で

あることから、有機農業運動における利用が期待さ

れる。しかし、国産ナタネ油かすは極めて少量しか

生産されていないため、現時点で有機農業側におい

て関心が持たれるものかどうかは不明である。また、

より本質的には有機農業がバイオ燃料生産振興と連

携しうるものかどうかも明らかにされる必要があ

る。そこで、本稿はバイオ燃料利用を射程に入れた

ナタネ生産振興の鍵となる油かすの購買者として有

機農業者を位置づけられるかを検討することを第一

の課題とする。そして有機農業者はバイオ燃料利用

拡大、あるいはバイオディーゼル生産拡大の推進者

に位置づけられるかを明らかにすることを第二の課

題とする。

Ⅱ 調査対象と方法

１　アンケート調査の対象と方法

課題解明のために日本有機農業研究会を対象に郵

送アンケートを実施した。日本有機農業研究会を対

象とした理由は、第一に会員名簿が公開されている

こと、第二に日本の有機農業運動を牽引した集団と

して知られるＭ農園が含まれることから、有機農業

者を代表しえると考えられたこと、第三に新規参入

者も多いなど、多様な農業者が含まれているためで

ある。同会員257名に2007年11月にアンケートを郵

送し、08年５月末までに回収した89について集計・

分析した。

アンケートは回答者が関心の有る・無しを答える

設問と価格を回答する設問により構成されている。

関心の有る・無しを回答する項目は、質問文に対し

て肯定・否定の程度を５段階の目盛のついた線上の

任意の位置に印を付ける形式で回答するものとして

いる。この場合、５を最も強い肯定あるいは興味、

１を最も強い否定あるは興味がないものとし、回答

者が付けた印を数値として読み取った。価格も同様

に、０円から225円まで25円刻みの目盛りを入れた

回答欄の任意の位置に印を付けるものとした。なお

回答用紙は無記名としたが、経営規模、生産する作

物を記入する欄を設け、規模階層別の傾向を分析出

来るようにした。

２　ナタネ油かすの用途および先行研究

１）ナタネ油かすの特徴

一般にナタネの搾油および油かすの特徴が広く理

解されている訳ではないため、分析に入る前に議論

の前提となる点を整理しておきたい。

現在日本で食用として栽培されているナタネは、

収穫後乾燥した状態で重量の約40％の油脂分が含ま

れている。これを機械で搾油した場合、重量の30％

程度を搾油できる。言い換えればこの時点で重量の

70％が油かすとなる。この油かすには油脂分が残っ

ているが、現在一般的に流通しているキャノーラ油

は、機械搾油とヘキサン抽出法を併用してナタネか

らほぼ全ての油脂分を抽出して得られたものであ

る。ヘキサン抽出するためには化学薬品を循環的に

使用する工場が必要となる。一方搾油機は小型のも

のもあることから、機械による搾油だけならばごく

小規模の施設でよい。このため、最近増えつつある

ナタネ産地における搾油は機械搾油が一般的であ

る。また現在、国産ナタネには登録農薬がほとんど

無いため、無農薬栽培のケースが多い。この特徴を

活かすため、新しくナタネ生産に取り組む産地では

搾油機を導入し、地場産の無農薬栽培のナタネ油と

して製品化しているケースが多く見られる。このた

め、油かすが地域に残ることとなり、この有利販売

が課題となりつつある。また、量が多いことから、

油かすを有利に販売できれば、ナタネ生産に要した

コストの大きな部分を回収することも期待できる。

これまでナタネ経営における油かすの販売は農業

関係者の間では意識されてこなかった。これは、油

かすは搾油時に生じる副産物であり、搾油業者が販

売する物であったからである。農家も農協もナタネ

の生産から乾燥調製までが携わる部分であり、乾燥

ナタネの販売後の搾油過程は意識しなかった部分で

ある。

油脂会社等において生産されるナタネ油かすは飼

料および肥料として一般的に流通している。もちろ

ん、これらは輸入ナタネを原料としている。その価

格を飼料用のものにみると、表１に示したように、

キロ35～40円である（全国酪農業協同組合連合会工

場入荷時・2007年10月現在）。全酪連からの聞き取

り調査時点では、価格は2007年後半の石油および食

糧価格高騰の影響で全般的に上昇基調であるが、非

GMのプラス５円の評価は下がりつつあるのではな
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いかとのコメントもあった。全酪連の買い付けは乳

牛用の飼料であり、その場合の評価は栄養分である。

したがって表１に見る大豆粕と油かすの価格の差は

タンパク質の量に起因する。また、油かすは養鶏用

の餌としても重要なものであり、後藤７）に見るよう

に２％程度配合されている。

さて、輸入ナタネ油かすに対して、国産のナタネ

油かすは①ＧＭ（遺伝子組み替え）ではない、②無

農薬栽培である（登録農薬がほとんどないため、結

果的に無農薬で栽培する場合が一般的）、③国産と

いう点に特徴がある。したがってこの特徴によって

差別化が図られ有利な販売が可能であるかどうかが

問題となる。全酪連における調査でのコメントで

は、栄養価における違いがなければ価格は変わら

ないだろうとのことであった。これは、例えば一戸

の農家が差別化を図ろうとして特徴のある資材を使

うことを想定した場合、野菜等であれば容易に取り

組めるが、牛乳は製造過程が地域を一括する工場で

行われるため、このような差別化が難しいという背

景がある。このため、仮に国産であっても一般に流

通するナタネ油かすと同様の評価となり、栄養価が

変わらない限り同じ値段となる。ただし、ナタネを

生産地において機械搾油する場合は、油かすに10％

程度の油が残る（前述のように乾燥ナタネには40％

程度の油が含有されているが、機械搾油では30％程

度の搾油率となる）ため、これがＴＤＮ値を上げる

可能性がある。ＴＤＮ値が高くなれば価格は比例し

て上がる。ただし、乳牛用飼料としてナタネ油かす

を販売する場合、次のような要素が必要である。第

一に安定供給、第二に安定した品質、第三に栄養価

の検査・証明である。これはこれから作付けを開始

するナタネ産地にとって難しい条件である。すなわ

ち安定供給のためには一定の量を継続して搾油する

必要があるが、小面積の単一産地だと難しい＊６。ま

た品質の安定は小規模機械搾油の場合難しい場合が

ある。それは伝統的な機械搾油では表２に見るよう

に油を効率的に搾れる温度にするため、焙煎（温度

を上げる）する行程がある。Ｋ製油の聞き取り調査

によると、スキルを要する過程はこの焙煎である。

これはスキルによっては油かすに残る油の量が異な

り、油かすの品質が変わることを意味している。品

質が安定しないとなると、商品としての評価に関わ

り、これは第三の点にも関わるが、栄養価の証明は

小規模な事業者にはコスト的に負担となる。

一方、国産ナタネ油かすは、飼料として見るとき、

成分面で問題がある場合がある。松本９）が示すよう

に、ナタネには豚・鶏の甲状腺の障害を引き起こす

グルコシノレートが含まれる品種があり、すべての

国産油かすが豚・鶏用の飼料に適している訳ではな

い。松本９）では牛の飼料として問題は見いだされて

いないとされているが、反芻動物以外の畜種では健

康障害を引き起こすことが示されている。ただし、

鶏に関しては後藤７）、松本９）によればグルコシノレ

ートが含有されていても一定量を超えて与えなけれ

ば問題はないとされる。しかし、やはりグルコシノ

レートの含有量が低い品種の方がのぞましいであろ

う。現在栽培面積の大きい北海道や青森県で栽培さ

れている品種はキザキノナタネが主流であり、グル

コシノレートが含有されている。グルコシノレート

含有量が極めて低いキラリボシ（東北農業研究セン

ター育成）もあるが、収量・耐寒性がキザキノナタ

ネよりやや劣るため、両地域では普及していない。

一方で輸入量の多いカナダ産ナタネはグルコシノレ

ート含有量が極めて低い品種である。このため現在

一般的に流通している飼料用油かすは畜種の制限は

ないといえる。

この飼料としての利用は、油かすのタンパク質を

そのまま利用するため、資源循環の観点からすれば

合理的な利用である。しかし、上の条件を考慮する

と、飼料として販売するのはナタネ産地として一定

表１　飼料用油かすの価格

水分 粗タンパク質 TDN（％） 価格/㎏ 備考
大豆粕
綿実油
ナタネ粕

11.7
11.5
12.3

52.2
40.0
42.3

86.8
65.4
73.6

45
52
35

希少のため高価
非GM＋５円

資料：全酪連聞き取り調査（2007年10月）

＊６ 油かすは酸化、腐敗しやすいため、飼料用油かすは生産直後に給餌される方が望ましい。

表２　Ｋ製油（福島県）の搾油工程

行程
使用機材

焙煎
釜・薪

搾油
エキスペラー＊

沈殿 加熱 濾過
濾紙

缶詰

＊：

資料：聞き取り調査（2006年）

　かつて国内で盛んに使われていた国産搾油機を再生
しながら使用。
　なお、現在も小規模な搾油施設向け搾油機は販売さ
れている。



野中：燃料利用を視野に入れたナタネ生産振興と有機農業運動の連携の可能性 191

の規模に達し、安定した搾油が出来るようになった

段階でのものであって、ナタネの導入時には他の用

途として検討されなければならないだろう＊７。その

ため、栽培面積が小さい段階では肥料とする方が問

題は少ないといえる。この場合、先に述べたナタネ

油かすの特徴である、国産、非ＧＭ、無農薬栽培と

いう特徴を最大限に活かした販売は、有機農業に代

表されるような、環境への配慮を重視する農業者が

需要者として期待される。

２）ナタネの採算性と油かす

野中８）は、油かすの有利販売が実現できるならば、

ナタネを直接バイオディーゼルに転換する合理性が

生じる可能性を示した。この試算は地域内で搾油し

て食用油を販売するケースにおいて、ナタネ生産の

コストを油だけから回収しようとする場合と、油か

すの販売を加えた場合の差の大きさを示していた。

野中８）が事例とした山形県金山町においてナタネ

を経営する営農集団の調査結果と、利用できる直近

年次の生産費調査における青森県と鹿児島県の値を

表３に示した。表は生産コストとして物財費を見て

いるが、通常は生産コストには賃金（労働報酬）分

が含まれる。表に賃金分が含まれないのは、バイオ

ディーゼルを自家利用するケースを考えており、小

農経営の場合は自家労賃をゼロとしても再生産は最

低限確保されると考えられるためである。いわば、

自給型バイオディーゼルの最低限の採算性を示して

いる。

金山町の営農集団は構成員18人で町内の転作作物

の全作業を一括受託している。転作作物は主に大豆、

そば、ナタネで、2005年は大豆12haそば80ha、ナ

タネ10haを作付けている。

表では鹿児島県の物財費が青森県よりもかなり低

い数値となっているが、これは青森県の方が鹿児島

県よりも機械化されているためである。機械化によ

り青森県の60kg当たり投下労働時間は1.05時間で

あるのに対し、鹿児島県は24.19時間である。事例

とした金山町の集団も大豆、ソバと共用の機械を使

用してナタネを栽培しており、投下労働時間は3.13

時間となっている。60kg当たり投下労働時間が青

森の約３倍となっているのは、主に単位面積当たり

の収量の差による。金山町で2005年に収穫されたナ

タネの収量は108kg/10aであったが、表に示した

2000年産の青森県は227kg/10aであった。なお同年、

鹿児島の収量は190kg/10aであった。金山町は10a

当たり収量が低いにもかかわらず機械に関する費用

がかなり小さいのは、他の転作作物と機械を共用し

ているためである。

さて、表に示したように、油かすを販売すること

が出来れば、物財費のかなりの部分が回収できる。

50円/kgであれば、金山町では1,875円、青森県では

2,498円まで圧縮できる。これを油１L当たり＊８とし

てみれば、物財費は金山町で104円、青森県で139円

となる。これを直接バイオディーゼルに転化すると

して、その場合に必要となる資材費、電気代（24円

/L）のみ付加するとすれば、それぞれ128円、163円

となる。金山町の数値でみれば、2008年７月現在の

市販の軽油価格（120円／Ｌ前後）に近い水準とな

る。この試算は、上に述べたような営農集団による

効率的な栽培に加え、搾油機・バイオディーゼル転

換機を農協や役場で導入し、ランニングコストのみ

を製品に転化することを想定している。商品生産の

観点からすれば、機械のランニングコストだけでな

く減価償却費を、さらには賃金分も計算に含めるべ

きである。しかし搾油機およびバイオディーゼル

転換機の実質的な耐用年数が不明であること、取

＊７ 肉牛用の飼料としての可能性もあるが、地域的に銘柄牛生産に取り組んでいる場合、飼料が統一されているケース
が多い。このため、肉牛用の飼料化も肥料に比べれば容易ではない。

＊８　計算を単純化するために、１kgのナタネから300gの油と700gの油かすが生産されるとし、油１L=１kgとした。

表３　ナタネ物財費と油かす販売

機　械
種　子
肥　料

①ナタネ物財費（60㎏当）

労働時間（60㎏当） 
②油かす50円/㎏で販売した場
　合の物財費の残額（60㎏当）
　油かす100円/㎏で販売した場
　合の物財費の残額（60㎏当）
③油１ℓ当たりの② 
④③をバイオディーゼル化した
　場合    

青森県
4,598
3,195
82

1,321
1.05

2,498

398

139

163

金山町
3,975
2,362
89

1,524
3.13

1,875

△225

104

128

鹿児島県
3,458
1,223
37

2,198
24.19

1,358

△742

75

99

注：

資料：　聞き取り調査（2005年）『平成12年産工芸作物等の
生産費』農林水産省統計情報部、2002年

　物財費には､このほかに光熱動力費、建物費等を入れ
るべきだが、金山町の事例では建物､乾燥機は他の作物
と共用であり、実質的な耐用年数が不明であること、
光熱動力費も他の作物と峻別が難しいことに加え、電
気代、灯油代とも少額となると考えられたため計算か
ら除外している。また他の資材も極めて少額となるた
め、計算から除外した｡
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り組みは運動的な側面が強いこと、市町村からの

補助も期待できることから、ここでは計算に入れて

いない。

Ⅲ 有機農業研究会会員に対するアンケート

調査結果の分析

１　会員の属性

アンケートには89の回答があった。回答のあった

者を経営面積規模で表４のように１ha未満、１～

２ha、２～４ha、４ha以上に分類すると１ha未満

が最も多く、次いで２～４ha、１～２ha、４haの

順である。このうち最大規模の４ha以上層は11戸

あり、うち最大のものは120haを超える集団である。

他の10戸は夫婦で農業に従事する農家がほとんどで

ある。かれらの特徴として、販売先として生協、有

機農産物販売組織、小売店・市場が多いという点が

ある。他の分類と比較すると生協と小売店・市場の

比率が高いが、これは経営面積が大きいことから、

大規模な販売先を得ていることを示唆しているとい

える。この階層は戸数としては小さいものの、回答

者の経営面積の総計に占めるシェアは圧倒的に高

く、最大面積の集団をのぞいても過半を占める。一

方、２～４ha層と１～２ha層は戸数としてみると

４ha以上層の約４倍あるものの、それぞれの経営

面積を合計しても93ha弱であり、４ha以上層と比

較して約1/4の面積シェアとなっている。また２～

４ha層と１～２ha層は１ha未満層ほどの自給的性

格は明確ではなく、生協・有機農産物販売組織とも

取引がある。一方、１ha未満では生協、有機農産

物販売組織、小売店・市場への販売がかなり少数と

なり、販売なしの農家も8.9％含まれる。１ha未満

層販売先の「他」はイベントでの販売や直売所が多

い。名簿に記載されているプロフィールには有機農

業を実践するために農村に移り住んだ者が多く見ら

れるが、これは１ha未満の階層に多い。このよう

に回答者は、４ha以上層の組織体や専業的経営が

圧倒的な面積シェアとなっているが、自給的な生産

者を含んだ多数の小規模生産者が含まれている。な

お、水稲を生産している農家は４ha以上層では11

戸中７戸（63.6％）、２～４ha層で26戸中14戸

（53.8％）、１～2ha層で17戸中８戸（47.1％）、１ha

未満層で35戸中10戸（28.6％）である。したがって

水稲は規模の大きい層の方が生産している率が高

く、小規模層の自給的性格は畑作を中心としたもの

といえる。

２ 国産ナタネ油かすのどのような特徴に関心が

あるか

表４に見るように、回答者の中には畜産を経営し

ている者が含まれている。アンケート作成時点では

導入が比較的容易であることから、鶏を飼育するケ

ースが多いのではないかと考え、先述のようにナタ

ネ油かすは養鶏において必須的に用いられるエサで

あるため、鶏のエサとしての興味は高いのではない

かと考えた。しかし、畜産を経営する者は全体の約

34％にとどまることもあり、ナタネ油かすに対して

飼料として興味があるとする回答は、全体の19.1％

で、肥料としての興味が圧倒的であった。

国産ナタネの油かすに関しては、表４に示したよ

うに、全体の８割強が「興味が有る」と回答してお

り、関心の高さがうかがわれる。この場合、国産ナ

表４　アンケート回答者の経営面積

経営面積
による農
家分類

４ha以上

２～４ha

１～２ha

１ha未満

合　　計

戸数

畜産 販　売　先 ナタネ油かすへの興味

生　協
有機農
産物販
売組織

小売店
・市場

他
販　売
な　し

興　味
あ　り

肥　料
として

飼　料
として

各分類
の面積
合　計
（ha）

うち
鶏

計

11

26

17

35

89

4

7

5

14

30

2

4

5

12

23

5
45.5%
4

15.4%
6

35.3%
2

5.7%
17

19.1%

6
54.5%
14

53.8%
3

17.6%
8

22.9%
31

34.8%

5
45.5%
8

30.8%
6

35.3%
4

11.4%
23

25.8%

8
72.7%
19

73.1%
12

70.6%
25

71.4%
64

71.9%

1
5.9%
3

8.6%
4

4.5%

11
100.0%
23

88.5%
15

88.2%
26

74.3%
75

84.3%

10
90.9%
21

80.8%
13

76.5%
24

68.6%
68

76.4%

2
18.2%
6

23.1%
3

17.6%
6

17.1%
17

19.1%

377

69

24

20

490

資料：アンケート調査（2007年11月）
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タネのどのような特徴に興味があるのかが問題とな

る。この国産ナタネ油かすの特徴に対する設問への

回答を表５に示した。表は「４ha以上」の層と

「４ha未満」の層の二つに分けて集計している。こ

れは４ha以上の階層が面積シェアにおいて圧倒的

であること、専業的経営としての性格が強いと考え

られるからである。

アンケートでは「非ＧＭであること」「無農薬で

あること」「物理的搾油法の場合油が残ること」「国

産であること」という国産ナタネの主な特徴を示し、

それぞれどの要素に興味があるかを回答するものと

した。それぞれの要素に対する評価は表５に示した

とおり、「油が残る」点以外は５（最も強い肯定）

に近い数値となっている。これは油かすに対する興

味は主に肥料であることが関係していると考えられ

る。なぜなら飼料ならば油が残ることは栄養価を上

げるものとなり、肉や鶏卵の風味・栄養分への影響

も期待できるからである。しかし肥料ならば、油脂

分は成分的に期待されるものとはならない。これが

「油が残る」点が相対的に低い評価である背景と考

えられる。一方、「非ＧＭであること」「無農薬であ

ること」「国産であること」に対しては高い評価で

ある。これらの条件は有機農業運動の主旨と共通す

る部分であるため、高い評価であったと考えて良い

だろう。この質問項目に関しては階層間の違いは見

られなかった。

３　国産ナタネ油かすの購入希望上限価格

国産ナタネ油かすに興味のある回答者を対象に、

購入する場合の希望価格の上限を質問した。この回

答を表５と同様に４ha以上層とそれ以下の階層に

分けた場合、表６に示されているように４ha以上

層は平均65.56円/kg、４ha未満層は平均80.75円/kg

であった。これは表１の油かすの価格よりも高価で

あり、有機農業者の国産、無農薬栽培の油かすに対

する関心の高さを反映していると言って良いだろ

う。この場合、４ha未満層は４ha以上層よりも高

い平均価格を示しているが、その背景は①購入が小

口となる小規模経営は大規模経営よりも全般的に割

高な資材を購入している、②自給的性格が強い小規

模経営は肥料の購入自体が少なく、「相場」的な感

覚が薄い等の理由が考えられる。

表６に集計した回答をヒストグラムとして示した

ものが図１である。アンケートの回答は25円刻みの

金額の目盛りのついた線の任意の位置に印を付ける

形式としたが、この回答を図の目盛りの金額の±

12.5の幅で頻度を集計し図に示した。図は50円と

100円にピークがあることが示されている。図に０円

が示されているが、これは０円よりも大きく12.5円

未満の金額の回答数で、０円（買う意思なしと判断

できる）の回答は含んでいない。なお、０円の回答

は１人のみであった。50円と100円の回答が多い背

景の一つとして、大まかな金額に関する問いにはキ

リの良い数値を答える傾向があると考えられる。事

実、アンケートの回答の過半は目盛り上（キリの良

い数値）である。そのため、４ha以上層の65.56

円／kg、４ha未満層の80.75円/kg、あるいは全体

の平均78.8円／kgをそのまま期待することは出来な

いと考えられるが、最頻値である50円/kg水準は有

る程度期待できると言えよう。

表５　油かすへの特徴に対する興味の詳細

4ha以上 4ha未満
国産ナタネ
油かすの特徴
非ＧＭ
国産
無農薬栽培
油が残る

4.73
4.64
4.64
3.73

4.70
4.75
4.74
4.01

注：

資料：アンケート調査（2007年11月）

　価格以外の数値は５を最も強い肯定あるいは興味、
１を最も強い否定あるは興味がないとし、回答者が定
規状の解答欄につけた印を数値として集計したもの｡

表６　油かす購入の上限価格

4ha以上 4ha未満
国産ナタネ油かすを買う場合
の上限価格（円/㎏）

65.56 80.75＊

注．＊：10%水準で有意
資料：アンケート調査（2007年11月）
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図１　国産ナタネ油かすの購入上限価格
資料：アンケート調査（2007年11月）
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このように、示された価格は、通常の油かすより

も高価となるが、その背景には希少であることもあ

るが、有機農業運動の主旨に沿っている部分への評

価であると考えられる。他方で国産油かす利用によ

り生産する有機農産物がより有利に販売できるなら

ば、経済合理的でもある。そこでアンケートでは、

国産ナタネ油かす利用が消費者へのアピールにつな

がると考えるかどうかについても質問した。その回

答は表７に見るように、規模に関係なく４という回

答である。表５はじめ他に集計した質問項目に対す

る肯定が４と５の間に有るのに対してこの回答は若

干低いが、おおむね肯定的であるといえる。表７で

は階層間の差はないが、これを油かす購入上限価格

75円を境に、それよりも高い価格を付けたグループ

と低い価格を付けたグループに分けて集計しても、

有意差は見られない（4.19, n=37 ; 4.00, n=32）。

４　バイオ燃料への関心

次に、有機農業者のバイオ燃料に対する興味につ

いてである。バイオディーゼル、バイオエタノール、

木質バイオマスのそれぞれについて、興味があるか

どうかを質問した。それぞれのバイオ燃料に対する

回答の平均値を、４ha以上の層と４ha未満の層に

分けて表８に示した。表に示されているように、両

分類ともバイオディーゼル、バイオエタノール、木

質バイオマスの全てに関して４と５の間にあり、肯

定的な回答となっている。バイオ燃料全般に対する

高い関心が示されているといえる。

次に、具体的にどのような用途としてバイオ燃料

に興味があるかを見ておきたい。アンケートではバ

イオ燃料の用途について表９の選択肢を示し、興味

の有無を複数回答するものとした。４ha以上、４

ha未満の２つの分類のそれぞれの選択肢への回答

数を表９に示した。その特徴は以下のように整理で

きる。

まず、トラクター等農業用機械用の燃料が両分類

とも共通してもっとも回答が多かった。これは有機

農業者のバイオ燃料への興味が農業生産と関わって

いることを示している。農業生産活動と環境の調和

をはかろうとする有機農業運動の一環としてバイオ

燃料に興味があると考えられる。一方、農業生産用

の燃料であっても乾燥機、ハウスに対しては共通し

て回答率が低い。これは乾燥機、ハウスはそもそも

全員が利用しているとは限らないため、回答率が低

いと考えられる。トラック等に関してもおおむね関

心が高いが、４ha以上層がより高い関心を示してい

る。これは４ha以上層は専業的経営の性格が強く、

小面積の生産者は自給的な性格が強いという違いか

ら、生産物の出荷、流通における環境への配慮とい

う視点に強弱が生じていると考えて良いだろう。

生活用燃料も階層間に差が示されている。４ha

未満層は６割強の関心を示しているのに対して、４

ha以上層では３割を切る。規模が小さい方が自給

的農業の性格が強くなるとしたが、自家用燃料への

興味もこれと同様の傾向を示していると言えよう。

さらに、「石油の高騰は経営を圧迫すると思うか」

表７　販売面での効果への期待

4ha以上 4ha未満
無農薬栽培、非ＧＭのナタネ
油かす利用により、より消費
者にアピール出来ると思うか

4.09 4.09

資料：アンケート調査（2007年11月）

表８　バイオ燃料への興味

4ha以上 4ha未満
バイオディーゼルに興味がある
バイオエタノールに興味がある
木質バイオマスに興味がある

4.45
4.36
4.18

4.25
4.17
4.18

資料：アンケート調査（2007年11月）

表９　 興味のあるバイオ燃料

4ha以上 4ha未満

トラクター等農業用機械の燃料

トラック等輸送用の燃料

乾燥機の燃料

ハウスの暖房用燃料

自宅の暖房のような生活用の燃料

興味がある（５～４の回答）

11
100.0%

9
81.8%
4

36.4%
0
0%
3

27.3%
11

54
81.8%
35

53.0%
12

18.2%
7

10.6%
42

63.6%
66

＊

＊＊

注．＊＊：10%水準で有意（フィッシャーの正確確率検定）
　　＊＊：５%水準で有意（　　　　　　〃　　　　　　）
資料：アンケート調査（2007年11月）

表10　 バイオ燃料の自家生産に対する意向

4ha以上 4ha未満
石油の高騰は経営を圧迫すると思う
バイオ燃料の自家生産に興味がある

4.36
4.40

4.13
3.75＊＊

注．＊＊：５%水準で有意
資料：アンケート調査（2007年11月）
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との問いに対して全般に肯定的な回答となってお

り、石油代替燃料に対する興味の背景には、昨今の

石油高騰もあることが示唆される。一方、バイオ燃

料の自家生産に関しては４ha未満では３（どちら

でもない）と４の中間を示しているのに対して、４

ha以上層は４を超える強い興味を示している。こ

れはトラクターやコンバイン、乾燥機といった機械

を使用する機会が多いかどうかが関係していると考

えられる。機械利用の度合いの高い水稲を経営する

場合には、燃料自給への関心も高くなると考えられ

る。水稲を経営していると回答した者は４ha以上

では11中７（64％）、４ha未満では78中32（41％）

であり、４ha以上層は水稲経営農家と重複する率

が高い。いま「バイオ燃料の自家生産に興味がある」

に対する回答を、水稲経営の有無によって二つのグ

ループに分けて集計すると、水稲経営有りのグルー

プの平均は4.1、水稲経営なしのグループの平均は

3.6と、表５と近似となり、有意差も同様に５％水

準となる。常識的にも経営規模が大きいほど機械の

使用が多くなるため、機械利用の度合いが高い階層

の方がバイオ燃料の自家生産に興味を持つ傾向を有

すると考えて良いだろう。

Ⅳ 考　　　察

アンケート調査の結果、有機農業者の国産油かす

に対する興味は高いことが明らかとなった。その国

産油かすに対する興味は、国産であること、ＧＭで

は無いこと、無農薬であることといった、環境配慮

的な要素に対してであった。この三つの要素は肥料

としての使用価値に影響を及ぼさないものといえ

る。それは物的特徴というよりも由来的特徴といえ、

このような特徴を評価するのは、有機農業運動の主

旨に沿うためと考えられる。このため広く有機農業

者に共通すると考えられる。このことから、国産ナ

タネ振興にとって重要となる油かすの有利販売の有

望な購買者として、有機農業者が位置づけられると

いえよう。

二酸化炭素排出削減を目的としたバイオディーゼ

ルの振興は、国内における油糧作物の生産拡大とセ

ットで考えられる必要がある。このとき、ナタネは

かつて国内で広範に栽培されていたこと、油の含有

量が高いことから普及が期待される油糧作物であ

る。また、小規模な機械搾油に適合的であり、産地

による搾油が可能であるため、ナタネ生産から搾油

までが地域内で行える。加えて、小型のバイオディ

ーゼル転換機が普及しているため、油糧作物の生産

から燃料化まで地域内で行える。このため地域振興

の側面からも期待が大きい作物である。

一方で、ナタネは輸入品との競争によって作付面

積が極端に縮小してしまった作物である。したがっ

て食用の油糧作物が大量に生産されている国と異な

り、日本では、農業におけるバイオディーゼルの生

産に関する議論は、油糧作物の生産拡大から始めな

ければならない。そのため、農業におけるバイオデ

ィーゼルの生産・利用の議論と輸入品と対抗できる

ナタネ経営の議論を同時に行う必要がある。バイオ

ディーゼルは廃食油を原料とするものであれば、既

に都市部で普及しつつある。しかし農業における燃

料目的の油糧作物の生産は、ごく限られた例＊９以外

はなく、それを構想することも難しい。これはそも

そも現実に燃料化するほどの量の油糧作物が無いた

めであるが、その背景には輸入品価格と比較した場

合の生産コストの高さがある。そのため食用・燃料

用を問わずナタネの生産拡大が図られる必要がある

が、それを可能とする新しいナタネ経営の在り方を

模索することが、第一の関門となる。これについて

は野中８）が示すように、営農集団により他の作物と

機械を共有しながら効率的に栽培・収穫しつつ、地

域内で搾油して地域特産品として販売する形態が一

つの答であろう。実際に、新たにナタネ生産に取り

組む産地では、自ら搾油するケースが見られる＊10。

ただし、国産ナタネ油は輸入品と比べ高価となるた

め、販売に苦労する例が多い。このため、食用油と

して販売できる範囲にナタネの作付けを制限せざる

を得ないケースも出ている＊11。もし、油かすが有利

に販売できれば、食用油の販売に苦戦したとしても、

ある程度のナタネ栽培面積を維持することが出来

る。したがって機械作業の効率上、また栽培スキル

の蓄積＊12上、ある程度の栽培面積を確保することは、

ナタネ普及上極めて重要である。

＊９　宗教施設や伝統行事の灯明用のナタネ油生産など。
＊10 岩手県一関市、秋田県小坂町、岩手県雫石町など
＊11 野中８）が事例とした山形県金山町では、ナタネの作付面積は食用油の販売に連動したものとなっている。
＊12 ナタネ栽培が途絶えてから久しい地域がほとんどである。このため、ナタネの栽培スキルも失われている。播種時
期、肥料の量、適する土壌等ナタネの収量に影響を与える要素は大きい。また、登録農薬がほとんど無い中で、病気
を出さない事も重要であるが、ナタネは菌核病、根コブ病などアブラナ科に共通する病気にかかる。



東北農業研究センター研究報告　第110号（2009）196

野中８）が示した油かすを有利販売した場合のナタ

ネ普及の可能性は試算の範囲であり、油かすの購買

者としてどのような農業者が期待できるか、どの程

度の価格で販売できそうかといった具体的な点は不

明であった。本稿で検討したアンケート調査結果は、

有機農業者は国産ナタネ油かすに高い関心を持って

おり、野中８）が自給型バイオディーゼルの可能性が

見えてくる油かす価格とした50円／kgは現実性の

有る水準であることを示していた。この水準は、自

給的性格の強い４ha未満層のみならず、面積的に

圧倒的なシェアを占める４ha以上層も含めた水準

であった。このことから、国産ナタネ振興において

有機農業者は油かすの需要者として重要な位置づけ

となることが明らかになったといえる。

有機農業は化学薬品や化学肥料を使わないという

点において、化石資源の使用削減を先取りしていた

側面がある。このため二酸化炭素排出削減の視点か

ら有機農業運動の先進性はあらためて評価されるべ

きものである。一方、二酸化炭素排出削減の視点は、

有機農業におけるバイオ燃料への切り替えの議論を

促すものとなろう。ただし、バイオディーゼルが農

村部において、農家が利用できる免税軽油と同等の

価格で安定的に流通することは、現状の軽油価格、

バイオディーゼルのコストから考えて難しい。現在

各地でバイオディーゼルが普及しつつあるとはい

え、都市部における廃食油を原料としたものが主流

である＊13。そのため、有機農業におけるバイオ燃料

利用の問題は将来的な議論となろう。しかし、この

二酸化炭素排出削減と有機農業の議論は、国産有機

農産物と輸入有機農産物の競合を回避する議論に展

開する要素を持っており、その意味で国内の有機農

業運動を強化する可能性を持っている。有機農産物

の輸入は無農薬バナナや有機栽培コーヒーの民衆貿

易などの取り組みとして先駆的に行われてきたが、

青果物の輸入拡大に伴って国内で生産されている野

菜と直接競合する有機野菜の輸入が可能な状況とな

っている。実際に有機農産物が大量に輸入される可

能性も否定できない。この時、有機農業運動が化学

薬品等の排除の視点のみにとどまれば国産品と輸入

品の間に違いはないことになる。しかし、有機農業

運動が二酸化炭素排出削減の視点を備えるならば、

輸送の過程でより多くの二酸化炭素を排出している

輸入品との違いを明確化することが出来る。これは

国内の有機農業を強化する要素ともなる。この点に

おいて有機農業運動にはバイオ燃料普及に合流する

可能性を内包しているといえる。そのため、彼らは

バイオ燃料普及を主体的に担うかどうかも明らかに

すべき課題となる。

アンケート調査結果によれば、有機農業者はバイ

オ燃料に対しても、高い関心を持っていた。また、

規模の大きい層はバイオ燃料の自家生産に対する関

心が高かった。この背景には、最近の石油価格の高

騰があると考えられるが、同時にバイオ燃料が有機

農業運動の主旨に一致することがあるといえよう。

ただし、規模が小さい層は消費財としてのバイオ燃

料に高い興味を示したが、規模が大きい層は生産財

としてのバイオ燃料に対する興味が強かった。規模

が大きい層の興味が生産財としての興味であるとい

うことは、消費財以上にコスト的な側面が重要にな

ると考えられる。今日、軽油の価格が上昇している

が、農業生産用機械には免税軽油が利用可能である。

野中８）の自給型バイオディーゼルの試算も免税軽油

と入れ替わるには価格差が大きいことを示してい

る。そのため現時点では彼らに利用可能なバイオ

ディーゼル転換プラントが安価に利用できる条件

が揃ったとしても、急速に普及するものとは考えに

くい。消費財としての軽油は免税ではない上に、商

品としての性格から考えても、高価格に対する許容

度は生産財よりも高いと考えて良いだろう。そのた

め、農村部におけるバイオディーゼルの普及の戦略

を考える場合、生活用バイオ燃料の普及の重要性が

指摘できる。この点において小規模の有機農業者の

バイオ燃料への興味も重要な要素であるといえる。

以上、本稿はバイオ燃料利用を射程に入れたナタ

ネ生産振興の鍵となる油かすの需用者として有機農

業者が位置づくかどうか、そして有機農業者はバイ

オ燃料利用拡大の推進者に位置づくかどうかを明ら

かにすることを課題とした。調査結果の分析により、

有機農業者は国産ナタネ油かすの購買者として期待

できることが明らかとなった。またバイオ燃料利用

拡大の推進者となる可能性が示された。

本稿執筆時点では高品質なたね産地確立対策事業

＊13 廃食油は食品工場や小売店の物流基地（総菜を一括して加工するケースが多い）に集中して存在するが、このよう
な施設は都市部および都市近郊に多い。このため、廃食油系バイオディーゼルは都市および都市近郊において生産し、
生産した近隣で消費される事が合理的であり、現実にもそのような形で普及していると言える。なお、バイオディー
ゼルの購買者は岩手県盛岡市の事例では市役所，生協が主であり，岩手県雫石町の事例でも同様である。普及しつつ
あるとはいえ、軽油と同列というわけではない。
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は終了することが予定されている。これに伴い水田

転作としてナタネに取り組んできた産地では転作関

係の交付金が残るが、畑作としてナタネに取り組ん

できた産地では交付金は基本的に無くなることにな

る。これは事業の対象となっていた産地にとって大

きな問題であり、これを契機にナタネの作付面積が

縮小する可能性を含んでいる。同事業の対象となっ

ていない新しい産地でも油が売れないために作付け

を制限する例も見られる。社会的な関心が高まって

いるとはいえ、ナタネを巡る状況は厳しいままであ

り、油かすの有利販売を含め、多様な生産支援シス

テムを構築する必要がある。本稿の議論に沿って言

えば、市町村や農協のような地域農業振興を立案す

る主体が転作集団の育成・支援、とくに土地利用調

整面での支援を行うことが求められる。最近の新た

なナタネ生産への取り組みは水田転作として取り組

まれる場合が多いため、転作集団が生産する場合が

多い。ナタネの効率的な生産のためには他の転作作

物と同様、機械の効率的な利用、圃場の団地化が不

可欠であり、この局面において地域農業振興を立案

する主体の果たす役割は大きい。また、有機農業者

は転作集団と関わらないケースも多いため、ナタネ

生産と有機農業を連携させる局面においても、彼ら

の役割は大きいだろう。加えて、実際にバイオディ

ーゼルを産地で生産する場合にはバイオディーゼル

転換機およびその施設に対する支援も必要である。

本稿では油かすの有利販売によるナタネ普及の可能

性を示したが、その前提としてここに述べたような

地域農業振興を立案する主体の支援・調整は不可欠

である。

Ⅴ 本稿の分析・考察の位置づけ

日本では油糧作物の栽培は盛んではないため、国

内で流通する食用油のほとんどは輸入された油糧作

物を原料とする。現在、バイオディーゼル生産がさ

かんになりつつあるが、その原料は輸入原料由来の

廃食油である。輸入原料由来であっても廃食油利用

によるバイオディーゼルの普及は二酸化炭素排出削

減の一環となるため、積極的に推進されるべきもの

である。この油糧作物の現状のため、日本における

バイオディーゼルに関する議論は端緒的には廃食油

利用に関するものが多くならざるを得ない。しかし、

輸入原料由来のバイオディーゼル生産には、地域農

業活性化や遊休農地の有効利用といった効果は期待

できない。バイオ燃料生産を農業振興や地域活性化

につなげるためには、国産油糧作物の生産拡大と連

動して考えなければならない。そして、より本質的

には燃料生産のための油糧作物普及も視野に入れる

必要がある。

現状では国産ナタネは食用としてもコスト高とな

るため、バージンオイルの直接燃料化は、食用とし

て搾ったものの在庫処理として考えることが現実的

であろう。このとき、直接バイオディーゼル化した

ナタネの生産にかかったコストのうち、労働報酬は

含まないにしても資材費として支払った分が回収で

きればギリギリの経済合理性は確保できるだろう。

そして、食用として販売できる分はバイオディーゼ

ルよりも高い価格が期待できるので、その価格に応

じた労働報酬が得られるはずである。野中８）では収

穫したナタネをすべてバイオディーゼル化する場合

の試算であったが、食用油として販売できる部分が

あれば、その売上げに比例して労働報酬となる収入

が得られる。本稿は野中８）の試算に立脚した議論だ

が、これは自家労賃評価をゼロまで切り下げること

を前提とした、農家に負担を強いるナタネ普及の議

論を意味するのではない。できるだけ早い時点で充

分な収益性が確保される必要がある。そのためには

効率的な機械作業、安定した収量が必要であり、こ

の条件を実現するためにはナタネの栽培スキルが地

域に根付く必要がある。したがって議論の性格とし

ては、野中８）および本稿はナタネ普及を図る初期段

階のものである。また、農業における燃料生産は、

食糧生産と競合しない方策も極めて重要である。こ

れは本稿の課題の範囲を超えているが、ナタネが大

量に生産される段階では、耕作放棄地をはじめ、食

糧生産と競合しない方式が必ず必要となる。その意

味においても本稿はナタネ普及を図る初期段階の議

論として位置づくものである。

現時点ではナタネに対する社会的な関心が高まる

反面、栽培面積はごくわずかである。二酸化炭素排

出削減を目的としたバイオディーゼルの普及は油糧

作物の生産拡大を伴うことが望まれる。これを現実

に推進することは長い時間を要する。一方で、バイ

オディーゼルのように小規模のプラントで生産可能

なバイオ燃料の場合、出来るところから進めるとい

う戦略も有効であろう。本稿はこのような視点に基

づいたナタネ普及を図るための議論として位置づけ

られる。
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Ⅵ 結　　　語

本稿は有機農業者がナタネ生産振興の鍵となる

油かすの購買者として、さらにバイオ燃料利用拡

大の推進者に位置づくかどうかを明らかにすること

を課題とした。日本有機農業研究会会員を対象とし

た郵送アンケート調査の結果、有機農業者の国産ナ

タネ油かすおよびバイオ燃料への関心の高さから、

油かすの購買者として位置づけられることが明らか

となった。

地球温暖化対策としてバイオ燃料生産を振興する

ならば、ナタネを栽培し、地域で搾油・バイオディ

ーゼル化する方式を模索しなければならない。国産

ナタネの生産費は輸入ナタネよりも高いため、普及

は容易ではないが、これまで農家側の販売品となっ

ていなかったナタネ油かすを有利販売できれば、食

用および燃料用のナタネ普及の可能性は大きくな

る。有機農業者はバイオ燃料にも高い興味を示して

いることから、農業部門における温暖化対策を推進

する主体として位置づく可能性が明らかとなった。

ナタネ普及が進み、大量の国産ナタネ油かすが国

内で生産される段階では、石油由来の化学肥料を国

産ナタネ油かすに置き換えることにより、農業部門

における温暖化対策はさらに進むのだが、国産ナタ

ネが極めて少量しか生産されていない現状では、ご

く小規模の産地の育成のスケールで生産振興を考え

る必要がある。本稿はこのような現実に対応したも

のである。

燃料用油糧作物の生産は食糧生産と競合させない

方式が不可欠である。食用として売れ残ったものを

バイオディーゼル化する方式が端緒的に考えられる

としても、他の作物を生産できる農地を利用してい

ることに変わりはない。耕作放棄地の利用を含め、

食糧生産との競合回避のシステムが考えられなけれ

ばならないが、残された課題となる。
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